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インクルーシブ教育の観点に基づく 
オンライン教育の可能性
小川　修史＊，野口　晃菜＊＊

Possibility of Online Education Based on Inclusive Education

Hisashi Ogawa*, Akina Noguchi**

With the influence of COVID-19, online education has attracted much attention. The practice of online 
education is increasing, and its effectiveness is being recognized. In terms of future issues are how to develop 
the possibility of online education in special needs education. We focused on “inclusive education” as one of the 
keywords for the development of online education. The basis of the inclusive education system is where students 
of all abilities learn together in the same classroom environment. It means students with and without disabilities. 
In that sense, the US system is helpful since US legally requires the provision of a standard education curriculum 
for children with a disability. In this paper, we explicate the possibility of online education in Japan in terms of 
the inclusive education system in the United States.
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1.　はじめに

2020 年は新型コロナウイルス（COVID-19）の感

染拡大，いわゆるコロナ禍の状況を受け，同年 2 月

27 日に出された内閣総理大臣による学校の休業要請

に基づき，教育機会が制限される状況となった（1）．

結果として，多くの学校でオンライン教育が実施され

ることになり，オンライン教育に対する注目度は急速

に高まったといえよう．本稿で対象とする特別支援教

育においてもこの流れは例外ではなく，多くの学校に

おいて遠隔講義や動画配信などの取り組みが実施され

てきた．こうした背景もあって，特別支援教育におけ

るオンライン教育の導入効果について Web で情報共

有する動きが活性化し（例えば，独立行政法人日本特

別支援教育総合研究所のインクル DB（2）など），オン

ライン教育が特別支援教育の観点で有効である可能性

がうかがえた．

このようにオンライン教育の実践が増加し，有効性

が認識されつつある状況において，特別支援教育にお

けるオンライン教育の可能性を整理し，今後どのよう

に発展させていくかが課題となる．筆者らは，オンラ

イン教育の発展に向けた主要なキーワードの一つが

「インクルーシブ教育」であると考えている．

わが国においては，2007 年 4 月 1 日に学校教育法

が改正され（3），「特別支援教育は，これまでの特殊教

育の対象の障害だけでなく，知的な遅れのない発達障

害も含めて，特別な支援を必要とする幼児児童生徒が

在籍する全ての学校において実施されるものである」

として，特別支援教育の対象を通常の学級に在籍して

いる児童生徒にまで拡充させた．また，2012 年の中

央教育審議会初等中等教育分科会「共生社会の形成に

向けたインクルーブ教育システム構築のための特別支
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援教育の推進（報告）」（4）（以下，「報告」）において，

共生社会（これまで必ずしも十分に社会参加できるよ

うな環境になかった障害者等が，積極的に参加・貢献

していくことができる社会）の形成に向けて，障害者

の権利に関する条約に基づくインクルーシブ教育シス

テムの理念が重要であり，その構築のため，特別支援

教育を着実に進めていく必要がある点を指摘している．

インクル ー シブ教育（inclusive education） は，

1994 年にユネスコとスペイン政府共催で開催された

特別なニーズ教育に関する世界会議において採択さ

れた「特別なニーズ教育における原則，政策，実践に

関するサラマンカ声明ならびに行動の枠組み」（5）のな

かで初めて提唱されたものである．わが国が 2014 年

1 月 20 日に批准した障害者の権利に関する条約（以

下，障害者権利条約）の第 24 条において，インク

ルーシブ教育システム（inclusive education system）

とは，「人間の多様性の尊重等の強化，障害者が精神

的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達さ

せ，自由な社会に効果的に参加することを可能とする

との目的の下，障害のある者と障害のない者が共に

学ぶ仕組み」であり，障害のある者が教育制度一般

（general education system）から排除されないこと，

自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与

えられること，個人に必要な合理的配慮（reasonable 

accommodation）が提供されるなどが必要とされてい

る（6）（7）．つまり，障害者権利条約に批准しているわ

が国においては，インクルーシブ教育システムの構築

に向けた特別支援教育の推進は急務といえる．

したがって，オンライン教育についても，障害の程

度等に応じ特別の場で指導を行う“特殊教育”的な観

点ではなく，インクルーシブ教育システムの構築に向

けた特別支援教育の観点から考察する必要があろう．

報告（3）では，わが国の基本的な方向性として，「障害

のある子どもと障害のない子どもが，できるだけ同じ

場で共に学ぶことを目指すべきである．その場合には，

それぞれの子どもが，授業内容がわかり学習活動に参

加している実感・達成感を持ちながら，充実した時間

を過ごしつつ，生きる力を身に付けていけるかどうか，

これが最も本質的な視点であり，そのための環境整備

が必要である」と示されており，インクルーシブ教育

システムの構築に向けた環境整備の観点で，オンライ

ン教育の可能性を模索することが今後必要となる．

インクルーシブ教育システムの根幹である，障害の

ある子供と障害のない子供が，できるだけ同じ場で共

に学びつつ，一人ひとり授業内容を理解し，学習活動

に参加するという意味においては，障害のある児童生

徒に対する通常教育カリキュラムの提供を法的に義務

づけている米国の仕組みが参考になる．そこで本稿で

は，米国におけるインクルーシブ教育システムを参考

に，わが国におけるオンライン教育の可能性について

解説する．

2.　米国におけるインクルーシブ教育システム

2.1　米国におけるインクルーシブ教育システムの歴史

米国では1975年に制定された全障害者教育法（Ed-

ucation for All Handicapped Children Act）以降，障

害のある子供に対して無償で適切な公教育を提供する

ことや，制約の少ない環境（通常の学級）における学

びを提供することが義務づけられた．その後 2000 年

代以降は，「場」よりも「教育内容」や「成果」に焦点

が当てられ，障害のある子供に対し可能な限り通常教

育カリキュラムへのアクセスを提供することが求めら

れてきた．2002 年の初等中等教育法の改正法である

「どの子も置き去りにしない法（NCLB: No Child Left 

Behind Act）」は，障害のある子供を含むすべての学

生の学業成績を上げ，成績の悪い群と成績の良い群の

格差を埋めることを目指し，スタンダードに基づく

テストを実施することにより学校が子供の成績に対し

て説明責任を果たすことが求められた．また，1997

年および 2004 年の障害者教育法（IDEA: Individuals 

with Disabilities Education Act）改正においては，障

害のある子供に対し，可能な限り通常教育カリキュラ

ムを学べるようにすることが義務づけられ，従来は連

邦法において障害のある子供の教育内容そのものを決

められていなかったが，NCLB と IDEA により，障害

のある児童生徒に対し，障害のない児童生徒と同様の

スタンダードに基づく通常教育カリキュラムの適用と

評価を導入することこそが，一人ひとりの学びを保障

するという方向性が示された（8）～（10）．また，個別の

教育計画（Individualized Education Plan）は個々の

ニーズを出発点にしたものというよりは，通常教育カ
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リキュラムへの参加を促すものでなければならず，カ

リキュラムを修正する場合は修正内容を明記しなけれ

ばならない．通常教育カリキュラムを基盤として，対

象の児童生徒の特性や状態に応じて教育内容・方法の

一部を変更・調整することで，個々のニーズにも対

応することができるとされている（11）（12）．すなわち，

米国においては，同じ場で学ぶことが目指されている

のみでなく，同じ教育内容にアクセスすることが目指

されている．

2.2　カリキュラムの修正範囲の分類

野口・米田（8）は米国のカリキュラムの修正範囲の

分類に関する文献（13）（14）を整理し，カリキュラムの

修正範囲を以下の 3 類型で整理している．

A. 教育方法の変更

教育内容に変更を加えずに，教育内容の提示方法お

よび児童生徒の返答方法を変更する．ただし，教育内

容および達成水準に変更は加えられない．

教育方法の変更には，①教育内容の提示方法の変更

（教材への工夫），②児童生徒の返答方法の変更，が含

まれる．用語としては，Accommodation や Adapta-

tion などが使用される．

修正内容の具体例としては，教材の工夫，機器・テ

クノロジーの使用，言語的指示や言語的プロンプト，

視覚的手がかりの使用，フォントのサイズ拡大，口頭

での試験実施，手話，通訳，点字，ピアメディエーショ

ンなどが挙げられる．

B. 教育内容の変更

同じ教科の領域で難易度を変えるなど，通常教育カ

リキュラムの教育内容の一部に変更が加えられ，達成

水準（教育目標）にも変更が加えられる．

教育内容の変更には，①達成水準（教育目標）の変

更，同じ教科の領域での難易度の変更，②通常教育カ

リキュラムにプラスアルファとしてのスキルを指導す

ること，が含まれる．用語としては，①については

Multi-level curriculum や Parallel curriculum などが使

用され，②については Curriculum augmentation など

が使用される．

修正内容の具体例としては，自分が住んでいる地域

について学ぶ社会の授業において，地域の仕事に着目

したり，自分が地域のどこに住んでいるか情報を提供

したりすることに着目する，クラスメートが小数の足

し算をしている時に，問題を写すことにより数を書く

練習をすることや，認知能力や自己統制能力を高め

る，汎化する能力，問題解決，自己決定などのスキル

の指導，最も重要な概念とスキルを強調する，明確な

目的と例の提示，スキルと概念を体系的に噛み砕く，

過去の知識と経験と新しい知識に具体的なつながりを

持たせる，補助を徐々に減らす，などが挙げられる．

C. 個別のカリキュラムの作成

最重度の知的障害があると州が判断した児童生徒

（全児童生徒の 1％）には，「代替達成スタンダード」

が適用される．通常教育カリキュラムの教育内容・方

法と異なる代替カリキュラム（個別のカリキュラム）

は，代替達成スタンダードの適用の対象となる．

個別のカリキュラムの作成は，①個々のニーズに基

づいた機能的スキル，生活スキル，社会的スキルの指

導，②下学年の教育内容の指導，が含まれる．用語

としては，Overlapping curriculum や Alteration, Cur-

riculum alteration などが使用される．

具体例としては，クラスメートが社会や理科の学習

をしているときに，重度の障害のある児童生徒は段階

的な指示を理解することを学習するなどが挙げられ

る．

3.　オンライン教育の可能性

2 章で米国の仕組みについて紹介したが，通常教育

カリキュラムを提供し，スタンダードに基づき評価を

しなければならない米国とわが国を単純比較すること

はできない．一方で，オンライン教育の実施環境を含

め，テクノロジーの急速な進歩やインフラの整備に伴

い合理的配慮の選択肢が広がることに鑑みると，通常

教育への参加を前提に議論を進めることに疑問の余地

はない．その意味において，米国におけるカリキュラ

ム修正を，わが国が目指すインクルーシブ教育システ

ムにおける教育的ニーズ（教育の目的を達成するため

に子供が必要とする学習内容および学習方法（15））の

実現と捉え，米国におけるカリキュラム修正の観点か

らオンライン教育の可能性について検討することは妥

当なものといえよう．そこで本章では，2.2 節で概説

したカリキュラム修正範囲の分類に基づき，オンライ
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ン教育の可能性について解説する．

オンライン教育は一般的に，学校から離れた空間に

対してインターネットなどを利用して配信することを

指すが，本稿では通常教育カリキュラムへの参加の観

点から，学校内における別の場所同士をネットワーク

で接続して教育を実施する形式や，教室内で児童生徒

がそれぞれネットワークに接続して教育を実施する形

式をオンライン教育の定義に含める．

3.1　教育方法の変更の観点に基づくオンライン教育

の可能性

本節では「A. 教育方法の変更」の定義に基づき，通

常学級に参加するための教育方法の変更の観点から，

オンライン教育の可能性について述べる．

3.1.1　距離的制約の解消の観点からみたオンライン

教育の可能性

オンライン教育のメリットの一つとして，遠隔地か

ら授業に参加できる，いわゆる距離的制約の解消が挙

げられる．距離的制約の解消という観点では，病気療

養児を対象とした教育方法の変更が考えられる．

病気療養児は，長期，短期，頻回の入院などによる

学習空白によって学習に遅れが生じるなど，回復後に

おいては学業不振となることも多く，病気療養児に対

する教育は，このような学習の遅れなどを補完し，学

力を補償するうえで，もとより重要な意義を有するも

のである（16）．一方で，病棟内の教室やベッドサイド

で教育する場合もあり，学習内容の制限（感染予防な

どのための教材持ち込みの制限），同世代とのつなが

りの制約，学習の空白等が懸念される．これらの課題

の解消という点で，オンライン教育に対する期待は大

きい（17）．

文部科学省は平成 30 年 9 月 20 日，小・中学校等

における病気療養児に対する同時双方向型授業配信

を行った場合の指導要録上の出欠の取扱い等について

通知を行った（18）．病気療養児に対する教育の一層の

充実を図るため，小学校，中学校，義務教育学校，中

等教育学校の前期課程，特別支援学校小学部・中学部

において，病院や自宅などで療養中の病気療養児に対

し，インターネットなどのメディアを利用してリアル

タイムで授業を配信し，同時かつ双方向的にやりとり

を行った場合，校長は指導要録上出席扱いとする旨が

明記された．つまり，病気療養児のうち，通常教育に

参加することを希望する場合については，自宅や病院

から同期型のオンライン教育を受講することが可能と

なった．通常教育への参加を実現するための教育方法

の変更として，オンライン教育が公的に認められた意

義は，インクルーシブ教育の実現という観点で非常に

大きい．

文部科学省「学校 ICT 環境整備促進実証研究事業」

の中で作成された「遠隔教育システム活用ハンドブッ

ク」（17）（以下，遠隔教育 HB）において，教室と病棟

内の学習室をつないで一緒に学習する事例，病棟内の

学習室から生き物の観察を行う事例，病棟内の学級に

収穫体験の様子を中継した事例，前籍校とつないで交

流等を行った事例，一時帰宅中の児童と教員をつない

で学習支援を行った事例，入院している高校生の授業

支援を行った事例などが報告されており，今後も病気

療養児に対する積極的な活用が期待される．

距離的制約の解消という観点では，移動に制限・制

約のある肢体不自由や視覚障害の児童生徒にとって

も，普通教育へのアクセスという観点で，オンライン

教育は有効であろう．ただし，その際に課題となるの

は「存在感」である．Web 会議システムを用いた同

期型の場合，画面を介した会話となるため，グループ

ワークや休憩時間などで「存在感」を出すことは困難

である．存在感の問題を解消するものとして，近年注

目が集まっているのがテレプレゼンスロボット（遠隔

地にいる通話者がロボットを分身のように操作し，あ

たかも同じ場所にいるような存在感を与える装置）で

ある（19）．山本ら（20）は特別支援学校でテレプレゼン

スロボットを用いて実践し，教師のテクノロジー活用

に対する主体的な行動の変容について調査するなど，

実運用を前提とした研究も進み始めている．自宅や病

院等と学校を接続する学校外接続形式でも，コミュニ

ケーションの際に不足する情報を補うことが可能であ

り，こうしたテクノロジーの開発にも今後期待したい．

3.1.2　心理的抵抗の軽減の観点からみたオンライン

教育の可能性

オンライン教育は心理的抵抗の軽減という観点でも

期待される．心理的抵抗の軽減という点では，不登校

児童生徒を対象とした教育方法の変更が考えられる．

わが国では不登校児童生徒に関連する法律として，
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2017 年 2 月 14 日に義務教育の段階における普通教

育に相当する教育の機会の確保等に関する法律（21）

が施行され，それに伴い 2017 年 3 月 31 日，教育機

会の確保等に関する施策を総合的に推進するための基

本的な指針（22）を策定した．そのなかで，不登校児

童生徒が行う多様な学習活動の実情を踏まえ，個々の

状況に応じた支援の必要性について示されており，オ

ンライン教育に関連する内容として，「ICT 等を活用

した学習活動を行った場合，校長は，指導要録上出席

扱いとすること及びその成果を評価に反映することが

できる」と明記したうえで，ICT を活用した学習活動

の例として「ICT 機器を活用し，在籍校の授業を自宅

に配信して行う学習（同時双方向型授業配信やオンデ

マンド型授業配信）」が記載されている．つまり，不

登校児童生徒を対象とした教育方法の変更の観点でオ

ンライン教育を推進することが示されたこととなり，

インクルーシブ教育の実現という点では大きな前進と

いえよう．

不登校というと，いじめや非行に着目されがちで

あるが，不登校の要因は実に多様である．例えば石

崎（23）は，子供の不登校の背景にある発達障害特性

について言及しており，児童生徒の認知の偏りにより

学校環境との間に不適応を起こすことが多いと指摘し

ている．また，発達障害児の不登校に対応する際の留

意点を指摘しているが（24），オンライン教育が寄与で

きる可能性として，例えば「他者（特に同年代の子ど

も）の近くにいると，脅威を感じる可能性がある」に

ついては，物理的距離を確保することで安心感を生み

出せる可能性が想定され，「子どもが一人でいること

を認め，その時間を保証する」「子どもが社交上で好

きなもの嫌いなものを見極め，活動計画を立てる際に

配慮する」については，Web 会議システムでは不登

校児童生徒側の意思で，授業への参加・不参加を自己

選択できる要素が大きい．

兵庫教育大学（25）では発達障害の可能性のある児

童生徒の多様な特性に応じた合理的配慮研究事業にお

いて，不登校状態にある生徒への包括的サポートを検

討しており，「本人から級友との会話のために要望の

あった Web 会議システムの利用を認めたところ，本

人から学級の様子を知りたいとの要望があり，Web

会議システムの利用を一定の条件で認めたところ，級

友と会話ができ，希望どおり修学旅行にも参加でき

た」「体験入学で自分と同じ境遇にある在校生と話を

して安心感を得られたことから，通信制のサポート高

校を（進路先として）選択することができた」など，

Web 会議システムの可能性を示している．

また，保健室登校の観点においても，学校内同期型

のオンライン教育は有効であると考えられる．例えば

苦手意識などが原因で特定の教科の時間に教室に入れ

ないといった事例の場合，別室でオンライン授業を受

けるという選択肢は，孤独感や不安を軽減するという

観点でも有効であることが想定される．

ただし，あくまで不登校児童生徒にとっての選択肢

としてシステムは活用されるべきであり，教師が児童

生徒を登校させるための手段にしてはならない．

3.1.3　授業参加の観点からみたオンライン教育の可

能性

教室内接続形式は，対面授業と e-ラーニングを組

み合わせたブレンディッド・ラーニングなどが可能と

なり，教育方法の変更の観点で期待される．

原ら（26）は夜間定時制高校の生徒が数学 I の三角比

を効果的に習得できるようにするために，学習用動画

を使用した授業デザインをインストラクショナルデザ

インの観点で開発し，実践している．具体的には，授

業前半であらかじめサーバに登録された学習用動画を

生徒に閲覧させ，その後，授業プリントへの取り組み，

確認テストの実施の順に実施させる．なお，調査の対

象には発達障害等困難のある児童が含まれる．結果，

処理速度が遅い生徒は動画を停止させながら学習に取

り組む状況，注意欠陥多動傾向の生徒はイヤホンを使

用することで集中して学習に取り組む状況など，個別

の困難に応じた学習が行われた点，発達障害等困難の

ある生徒が個々の困難に応じた学習に取り組むことに

より疎外的要因が排除され，集中して学習に取り組め

た点について報告している．

聴覚障害や発達障害などで聞くことに困難さを感じ

る場合は，動画の字幕表示サービスが有効である可能

性がある．リアルタイムで音声をテキストに変換する

音声認識サービスも近年増加しており，将来的に音声

認識の精度が向上すれば，さらなる普及が期待され

る．視覚障害や発達障害などで見ることに困難さを感

じる場合は，資料をデジタルデータとして準備してお
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けば，音声読み上げ機能を使用することで，資料の内

容を理解することが可能となる．音声読み上げ機能は

現時点で普及しつつあるが，図表に対して代替テキス

トを挿入するなどの配慮が必要であり，資料作成側に

対する理解・啓発が今後の課題といえよう．

3.2　教育内容の変更の観点に基づくオンライン教育

の可能性

本節では「B. 教育内容の変更」の定義に基づき，①

達成水準（教育目標）の変更，同じ教科の領域での

難易度の変更（Parallel curriculum），②通常教育カ

リキュラムにプラスアルファとしてのスキルの指導

（Curriculum augmentation），の観点で概説する．

3.2.1　Parallel curriculum の観点でのオンライン教育

の可能性

Parallel curriculum を実現するためには，当然のこ

とながら個に応じた適切な指導・支援に対するコスト

が必要となるが，大規模校や教職員が不足している状

況において Parallel curriculum を実現することは困難

である．そこで，オンラインで学習支援員等と相談可

能なシステムを実現することで，児童生徒の個々の理

解状況に応じた支援を提供できる可能性がある．遠隔

教育 HB（17）では，集団指導とオンラインによる個別

指導をハイブリッドで実施した事例が紹介されてお

り，技術科では「はんだごての使い方」，体育科では

「器械運動」を対象に，ネットワーク経由で学習支援

員（学生）に相談できる仕組みを紹介している．配慮

が必要な児童生徒のみならず，全体に対してきめ細や

かな指導・支援が可能になるため，今後期待される枠

組みといえる．ただし，学習支援員と現場の教師が連

携して児童生徒が相談可能な仕組みを構築する必要が

あるため，今後の展開に期待したい．

3.2.2　Curriculum augmentation の観点でのオンライ

ン教育の可能性

通常学級への参加を志向した学習サポートという観

点では，日本語指導が必要な外国人や帰国子女に対す

る日本語の Curriculum augmentation の観点で，オン

ライン教育の有効性が期待される．

日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する

調査（平成 30 年度）（27）において，外国人や帰国子

女等で日本語が十分にできず，学習活動への参加に支

障が生じる可能性のある児童生徒は全国に 50,759 人

で，日本語指導が必要な児童生徒は増加傾向にある．

こうした背景から，2014 年 4 月 1 日に学校教育法施

行規則の一部が改正され，国際化の進展等に伴い，わ

が国の義務教育諸学校において帰国・外国人児童生徒

等に対する日本語指導の需要が高まっていることを踏

まえ，当該児童生徒に対する日本語指導を一層充実さ

せる観点から，当該児童生徒の在籍学級以外の教室で

行われる指導について特別の教育課程を編成・実施す

ることができるようになった（28）．

遠隔教育 HB（17）では，日本語指導教室での取り出

し指導の対象となるプログラムについて，Web 会議

システムを用いて日本語指導教室設置校と接続し，合

同で取り出し指導を受ける取り組みが紹介されてい

る．具体的な実践内容として，「実物投影機で共有さ

れたプリントの文章を両校の児童が交互に読み，正し

いアクセントで発音できているかを教員が指導」「文

章中の単語や指示語が何を指すのかを読み解く学習」

「文章中の漢字の書き取り練習」「両校に提示したスラ

イド資料を基にして日本の文化や行事の説明を行い，

日本で過ごすためのルールを考えたり，語彙を増やし

たりする活動」などが紹介されており，メリットとし

て「日本語指導教室未設置校でも，日本語指導教室が

ある学校と同様の授業を受けられる」「同じような境

遇にある児童生徒同士がつながり，児童生徒が母語で

話す機会が生まれ，自己肯定感・学習意欲の向上につ

ながる」といった点が報告されている．

3.3　個別のカリキュラム作成の観点に基づくオンラ

イン教育の可能性

「C. 個別のカリキュラム作成」については，個々の

ニーズに基づいたスキル指導の観点で解説する．ただ

し，米国の個別のカリキュラムの対象は全人口の 1％

と厳格に定められており，わが国とは性質が異なるこ

とを前提とする．

オンライン教育の利点の一つとして，坂井（29）は地

域生活という文脈のなかで指導できる点を指摘してい

る．学校での指導を地域での日常生活に活かすために

は「汎化」が必要になるが，汎化に困難さのある児童

生徒にとって，学校での指導はシミュレーションの域

を出ることができない．オンライン教育であれば，「リ
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アルな地域生活の場」での指導が可能となる．例えば，

遠隔会議システムを用いて児童生徒とコミュニケー

ションをしながら，自宅の冷蔵庫から指示された食材

を取ってくるなどの課題を設定することが可能となる．

また，オンライン教育の観点から少し外れるが，保

護者との連携という観点で Web 会議システムの活用

が期待される．特に重度重複障害の場合は，学校と家

庭が連携した取り組みが必要となる場合が多い．ケー

スによっては専門家が遠隔で介入することも有用な選

択肢になるであろう．

4.　まとめ

本稿では，米国におけるインクルーシブ教育の仕組

みを参考にし，米国におけるカリキュラム修正を，わ

が国が目指すインクルーシブ教育システムにおける教

育的ニーズの実現と捉え，米国におけるカリキュラム

修正範囲の分類に基づき，オンライン教育の可能性に

ついて解説した．

今回，筆者らが敢えてインクルーシブ教育の観点で

解説した背景としては，オンライン教育をコロナ禍の

状況下における緊急措置という側面で終わらせるので

はなく，オンライン教育を必要とする児童生徒に対し

て「当たり前」に提供される選択肢の一つになってほ

しいという願いにほかならない．インクルーシブ教育

システムにおいて，可能な限り同じ場で学ぶことを目

指しつつ，一人ひとりの学びへのアクセスを保障して

いくためにオンライン教育は十分に活用できるであろ

う．そのためにも，オンライン教育をより充実させる

ためのシステム開発と，実践事例の蓄積・整理の両輪

から，研究が進展することを心から願う．
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システム情報学会全国大会若手奨励賞受賞．教育システム情

報学会，日本教育工学会，日本教育情報学会，日本特殊教育

学会，日本 LD 学会，各会員．

野口　晃菜

2008 年筑波大学第 2 学群人間学

類卒．2018 年同大学大学院博士

後期課程修了．博士（障害科学）．

2011 年より，株式会社 LITALICO 

LITALICO 研究所所長，現在に至

る．主にインクルーシブ教育の調

査研究に従事． 日本特殊教育学

会，日本発達障害学会，日本 LD

学会，日本行動分析学会，障害科学学会，日本矯正教育学会，

日本特別ニーズ教育学会，Association for Positive Behavior 

Support, American Association on intellectual and Develop-

mental Disabilities, 各会員．


